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 Ⅰ．算定手順　　端末回線伝送機能（光信号伝送装置、光信号主端末回線及び光信号分岐端末回線により伝送を行う機能（10Mbit/sまでの符号伝送が可能なものに限る））

（１）ＯＬＴ・局内スプリッタ（ＯＳＵ含む）・局外スプリッタ・クロージャ

①創設費の算定 ②年経費の算定

 

物品費  

 
取付費  

諸掛費  

共通割掛費  
 
 
 

（２）光信号主端末回線・光信号分岐端末回線

         　平成１３年７月５日補正申請
「網使用料算定根拠」記載のコ
スト

設備管理運営費

他人資本費用

自己資本費用

利益対応税

接続料規則　第十条（指定設備管理運営費の算定の特例）

÷１２ケ月

③接続料の算定

基本料

加算料

 ７４，３５４円／月
　２３，８９９円／月
 ６１３円／月
５，０４４円／月
９，９９０円／月
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Ⅱ.原価の算定及び料金の設定

端末回線伝送機能（光信号伝送装置、光信号主端末回線及び光信号分岐端末回線により伝送を行う機能（10Mbit/sまでの符号伝送が可能なものに限る））

（１）原価の算定

Ａ．光信号端末回線（加入者ダークファイバ）部分

区分 コスト 備　考

ａ．光信号主端末回線 ｂ．加入者回線（局舎～引込分岐点間） １芯あたりコスト（円／芯・月） 4,020 (別紙）Ｈ１３．７．５補正申請「網使用料算定根拠」の２の（１）のＡのウの①の加入者回線のd.平成13～19年（７年）局舎～引込分岐点間

ｃ．主配線盤 １芯あたりコスト（円／芯・月） 76 (別紙）Ｈ１３．７．５補正申請「網使用料算定根拠」の２の（１）のＡのウの①の主配線盤のｃ.平成13～19年（７年）

ｄ．加算料（局舎～引込分岐点間） １芯あたり加算料（円／芯・月） 418 (別紙）Ｈ１３．７．５補正申請「網使用料算定根拠」の２の（１）のＡのウの②のd.加算料（局舎～引込分岐点間）

ｅ．光信号分岐端末回線ｆ．加入者回線（引込分岐点～端末間） １芯あたりコスト（円／芯・月） 507 (別紙）Ｈ１３．７．５補正申請「網使用料算定根拠」の２の（１）のＡのウの①の加入者回線のd.平成13～19年（７年）引込分岐点～端末間

ｇ．加算料（引込分岐点～端末間） １芯あたり加算料（円／芯・月） 53 (別紙）Ｈ１３．７．５補正申請「網使用料算定根拠」の２の（１）のＡのウの②のe.加算料（引込分岐点～端末間）

Ｂ．ＯＬＴ（光信号伝送装置）

区分 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１３－１７

ａ．設備管理運営費　（百万円） 184 562 960 1,974 3,107 6,787

ｂ．他人資本費用　（百万円） 7 21 35 72 113 248

ｃ．自己資本費用　（百万円） 6 17 29 61 95 208

ｄ．利益対応税　（百万円） 5 17 28 58 92 200

ｅ．装置計　（百万円） 202 617 1,052 2,165 3,407 7,443 ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ

ｆ．土地・建物等　（百万円） 17 52 88 179 281 617 接続約款の料金表第２網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。

ｇ．合計　（百万円） 219 669 1,140 2,344 3,688 8,060 e＋f

ｈ．設備数 142 615 1,392 3,172 6,120 11,441 利用意向調査による需要と提供エリア等に基づき算定したＯＬＴ数

ｉ．１光信号伝送装置あたりコスト　（円/月） 128,521 90,650 68,247 61,580 50,218 58,707 ｇ÷ｈ÷12ｹ月

ｊ．設備数 710 3,678 9,796 22,575 44,638 81,397 利用意向調査による需要と提供エリア等に基づき算定したＯＳＵ数

ｋ．１ＯＳＵあたりコスト　（円/月） 25,704 15,158 9,698 8,653 6,885 8,252 ｇ÷ｊ÷12ｹ月

Ｃ．局内スプリッタ（ＯＳＵ含む）

区分 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１３－１７

ａ．設備管理運営費　（百万円） 127 421 920 1,813 3,223 6,504

ｂ．他人資本費用　（百万円） 4 15 34 66 118 237

ｃ．自己資本費用　（百万円） 4 13 28 56 99 200

ｄ．利益対応税　（百万円） 4 12 27 54 95 192

ｅ．装置計　（百万円） 139 461 1,009 1,989 3,535 7,133 ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ

ｆ．土地・建物等　（百万円） 47 160 347 735 1,336 2,625 接続約款の料金表第２網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。

ｇ．合計　（百万円） 186 621 1,356 2,724 4,871 9,758 e＋f

ｈ．設備数 710 3,678 9,796 22,575 44,638 81,397 利用意向調査による需要と提供エリア等に基づき算定した局内スプリッタ（ＯＳＵ）数

ｉ．１局内スプリッタ（ＯＳＵ）あたりコスト　（円/月） 21,831 14,070 11,535 10,055 9,094 9,990 ｇ÷ｈ÷12ｹ月

Ｄ．局外スプリッタ

区分 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１３－１７

ａ．設備管理運営費　（百万円） 61 236 501 1,072 1,834 3,704

ｂ．他人資本費用　（百万円） 2 9 18 39 67 135

ｃ．自己資本費用　（百万円） 2 7 16 33 56 114

ｄ．利益対応税　（百万円） 2 7 15 31 54 109

ｅ．合計　（百万円） 67 259 550 1,175 2,011 4,062 ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ

f．設備数 5,538 28,632 75,643 176,813 352,359 638,985 利用意向調査による需要と提供エリア等に基づき算定した局外スプリッタ数

ｇ．１局外スプリッタあたりコスト　（円/月） 1,008 754 606 554 476 530 ｅ÷f÷12ｹ月

Ｅ．クロージャ（１光信号分岐端末回線あたり）

区分 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ１３－１９ 備　考

ａ．設備管理運営費　（円） 567 559 553 551 546 543 539 3,858 接続約款の料金表第２網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用

ｂ．他人資本費用　（円） 32 32 32 32 32 32 32 224 及び利益対応税を算定した。

ｃ．自己資本費用　（円） 27 27 27 27 27 27 27 189

ｄ．利益対応税　（円） 26 26 26 26 26 26 26 182

ｅ．合計　（円） 652 644 638 636 631 628 624 4,453 ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ

ｆ．１光信号分岐端末回線あたりコスト　（円/月） 54 54 53 53 53 52 52 53 ｅ÷12ｹ月（Ｈ１３－１９はｅ÷7年÷12ｹ月）

備　考

接続約款の料金表第２網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。

備　考

備　考

接続約款の料金表第２網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。

接続約款の料金表第２網改造料の算定式に準拠して、設備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税を算定した。
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（２）料金の設定

Ａ．基本料（ＯＬＴにハーフユニット単位で接続） (円/月）

区　分 料金等 備  考

a．ＯＬＴ（光信号伝送装置） 58,707 （１）のＢのｉ（Ｈ１３－１７）

b．局内スプリッタ（ＯＳＵ含む） 9,990 （１）のＣのｉ（Ｈ１３－１７）

c．光信号主端末回線 d．局外スプリッタ 530 （１）のＤのg（Ｈ１３－１７）

ｅ．加入者回線（局舎～引込分岐点間） 4,020 （１）のＡのｂ．加入者回線（局舎～引込分岐点間）

ｆ．主配線盤 76 （１）のＡのｃ．主配線盤

ｇ．加算料（局舎～引込分岐点間） 418 （１）のＡのｄ．加算料（局舎～引込分岐点間）

ｈ．合計 5,044 d＋e＋f＋g

ｉ．光信号分岐端末回線ｊ．クロージャ 53 （１）のＥのｆ（Ｈ１３－１９）

ｋ．加入者回線（引込分岐点～端末間） 507 （１）のＡのｆ．加入者回線（引込分岐点～端末間）

ｌ．加算料（引込分岐点～端末間） 53 （１）のＡのｇ．加算料（引込分岐点～端末間）

m．合計 613 j＋k＋ｌ

ｎ．合計（１光信号伝送装置ごとに） 74,354 a＋b＋ｈ＋m

Ｂ．基本料（ＯＬＴにＯＳＵ単位で接続） (円/月）

区　分 料金等 備  考

a．ＯＬＴ（光信号伝送装置） 8,252 （１）のＢのｋ（Ｈ１３－１７）

b．局内スプリッタ（ＯＳＵ含む） 9,990 （１）のＣのｉ（Ｈ１３－１７）

c．光信号主端末回線 d．局外スプリッタ 530 （１）のＤのg（Ｈ１３－１７）

ｅ．加入者回線（局舎～引込分岐点間） 4,020 （１）のＡのｂ．加入者回線（局舎～引込分岐点間）

ｆ．主配線盤 76 （１）のＡのｃ．主配線盤

ｇ．加算料（局舎～引込分岐点間） 418 （１）のＡのｄ．加算料（局舎～引込分岐点間）

ｈ．合計 5,044 d＋e＋f＋g

ｉ．光信号分岐端末回線ｊ．クロージャ 53 （１）のＥのｆ（Ｈ１３－１９）

ｋ．加入者回線（引込分岐点～端末間） 507 （１）のＡのｆ．加入者回線（引込分岐点～端末間）

ｌ．加算料（引込分岐点～端末間） 53 （１）のＡのｇ．加算料（引込分岐点～端末間）

m．合計 613 j＋k＋ｌ

ｎ．合計（１光信号伝送装置ごとに） 23,899 a＋b＋ｈ＋m

Ｃ．加算料

ア．光信号分岐端末回線の追加に係る加算料 (円/月）

区　分 料金等 備  考

１光信号分岐端末回線ごとに 613 Ａのm

イ．光信号主端末回線の追加に係る加算料 (円/月）

区　分 料金等 備  考

１光信号主端末回線ごとに 5,044 Ａのｈ

８光信号主端末回線を超える８光信号主端末回線ごとに 9,990 Ａのb
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Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定

(単位：百万円)

区分 首末平均残高

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 6,583,227 (Ａ)

指定設備管理部門における投資等(収益の見込まれないもの)（※） 23,360 (Ｂ)

投資等比率（Ｂ÷Ａ） 0.0035 (Ｃ)

※　投資等は、収益性の見込まれない出資金、保証金・負担金等である。

(2)貯蔵品比率の算定

(単位：百万円)

区分 首末平均残高

電気通信事業固定資産 8,039,939 (Ａ)

貯蔵品（※） 21,085 (Ｂ)

貯蔵品比率（Ｂ÷Ａ） 0.0026 (Ｃ)

※　貯蔵品は、現用に供されるまでの間保管されている電気通信設備用品（新品）であり、金額は月末

　　在庫額の年平均値である。

(注)なお繰延資産比率については、繰延資産が発生していないので無しとする。
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Ⅳ.接続料収納までの平均的な日数の算定

(1)機能の提供と接続料の収納までの日程

請求書の発行

▲

0.5月 1.5月

   0月 0.5月

(2)機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数の算定

機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数

　=　1.5ヵ月÷12ヵ月×365日　= 45.625日

(1)より

2月

収納期日

▲

機能提供の当月 翌月

機能の提供

平均

0.5月
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Ⅴ.資本構成比率の算定

(1)資本の状況

(単位：百万円)

レートベース

有利子負債 有利子負債

電気通信事業 Ｈ11稼働

固定資産 2,575,029 (0.255) 2,575,029 (0.302)

③圧縮後の資本構成比 負

8,039,939 その他の負債 8,039,939 債

1,074,340 (0.107) 退職給与引当金

退職給与引当金
②流動資産の 1,767,390 (0.207)

2,251,696 (0.223) 　圧縮
▲ 1,558,646

自己資本 貯蔵品(月平均) 自己資本

流動資産等 21,085

4,180,831 (0.415) 483,311 投資等 4,180,831 (0.491) 資

28,638 本

2,041,957 運転資本

433,587

①流動資産の理論値と

計 10,081,896 　実績の差 計 8,523,250 計 8,523,250

483,311-2,041,957=▲1,558,646

(2)他人資本比率

他人資本比率　= （2,575,029 + 1,767,390）   ÷   8,523,250  　= 0.509

負債              負債資本合計

(3)有利子負債が負債の合計に占める比率

有利子負債が負債の合計に占める比率　= 2,575,029  ÷  （2,575,029+1,767,390）  = 0.593

      負債の合計

(4)有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合　=　  1 - 0.593 = 0.407

有利子負債が負債の合計に占める比率

(5)自己資本比率

自己資本比率　= 1　-　0.509　= 0.491

他人資本比率

(資本構成)Ｂ／Ｓ(Ｈ11)稼働ベース

電気通信事業固定資産

      有利子負債
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Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成11年度実績とした。

3.40%

(単位：％)

年度 11

区分

3.40

(注)社債及び借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5年平均とした。

2.30%

(単位：％)

年度 7 8 9 10 11 平均

区分

3.15 2.98 2.20 1.50 1.69 2.30

(注)国債(利付・10年物)の平均利回りである。

(3)他人資本利子率

　　他人資本利子率　=　3.40%×0.593+2.30%×0.407　= 2.95%

　　(有利子負債に対する利子率×有利子負債比率+国債利回り×有利子負債以外の負債の比率)

他人資本利子率

他人資本利子率

　　有利子負債に対する利子率　=　

　　有利子負債以外の負債の利子相当率　　=
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Ⅶ.自己資本利益率の算定

1.ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)
年度 平均（注４）

H9
区分 単年

3.04 1.18 0.67 －

β値の適用 ○ × × －

2.20 1.50 1.69 －

①－② 0.84 － － －

β＝0.6
(注３)

（注１）主要企業の自己資本利益率は「日経経営指標」より。但し、平成11年度は速報値である。
（注２）リスクフリーレートについては、指定設備全体の平均的な耐用年数に着目し、耐用年数が１０年超であることから
       国債１０年ものの利回りを使用した。
（注３）β値については、昨年度と同値(0.6)とした。

２．利用者向け料金において認可の申請時に採られた自己資本利益率

年度
7 8 9 10 11 平均

区分

主要企業の自己資本利益率 3.78 4.19 3.04 1.18 0.67 2.57

３．料金算定に採用した自己資本利益率

　　上記１,２と勘案したが、上記１の自己資本利益率は、算定期間のうち2年間が除外対象となり、平均値による算定とい
　う条件を満たさないことから、２の利用者向け料金において認可の申請時に採られた自己資本利益率を採用する。

2.57%自己資本利益率　=

11

2.70 －

9 10

①主要企業の自己資本利益率（注１）

2.70
  選択される自
  己資本利益率

②ﾘｽｸﾌﾘｰﾚｰﾄ（注２）

－
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Ⅷ.利益対応税率の算定

利益対応税としては、事業税、法人税、道府県民税、市町村民税を見込んだ。

69.87%

(算定方法)

　1.税引前利益に対する率の算定

①税引前利益をｙ、税額をｘnとする。

②事業税実効税率

　　事業税額をＸ1とする。

　　ｘ1　=（ｙ-ｘ1）×0.101 → ｘ1　= 0.101 × ｙ = 0.0917ｙ

1+0.101

③法人税実効税率

　　法人税額をｘ2とする。

　　ｘ2　=事業税引後利益　×　0.3

　　　　=(ｙ-0.0917ｙ)  ×　0.3

　　 　 = 0.2725ｙ

④道府県民税実効税率

　　道府県民税額をｘ3とする。

　　ｘ3　=法人税額　×　0.05

　　　　 =0.2725y　×　0.05　= 0.0136ｙ

⑤市町村民税実効税率

　　市町村民税額をｘ4とする。

　　ｘ4　=法人税額　×　0.123

　　　　 =0.2725y　×　0.123　= 0.0335ｙ

⑥税引前利益に対する利益対応税率

　　利益対応税額をｘとする。

　　ｘ　=ｘ1+ｘ2+ｘ3+ｘ4

　　　　= 0.4113ｙ

　2.税引後利益に対する率の算定

税引後利益をｚ、税引前利益をｙ、税額をｘとする。

税引前利益　ｙ

利益対応税率　=　　=　　　ｘ 　=  0.4113y　 　=　0.4113y  =0.6987 利益対応税

　　   　z    (1-0.4113)y      0.5887y 　ｘ　=　0.4113ｙ

税引後利益

　ｚ　=　（1-0.4113）ｙ

利益対応税率　=

10



(別紙）Ｈ１３．７．５補正申請「網使用料算定根拠」

２．端末回線伝送機能（光信号伝送装置、光信号主端末回線及び光信号分岐端末回線により伝送を行う機能（10Mbit/sまでの符号伝送が可能なものに限る））

（１）原価の算定

Ａ．光信号端末回線（加入者ダークファイバ）部分

ア．原価の算定

端末系

区　分 伝送路 加入者回線 主配線盤 ＯＣＵ PHS基地局

光 その他 光 その他 回線管理費 備　　考

（左記以外） （左記以外）

①指定設備管理運営費 1,046,304 988,143 77,936 910,207 21,413 1,413 20,000 33,924 2,822 （別紙１）光信号端末回線伝送機能の費用明細表より　　【全体は（参考１・３より）】

②他人資本費用 43,211 40,856 4,733 36,123 1,200 79 1,122 1,137 18 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 36,314 34,334 3,978 30,357 1,009 66 943 955 16 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 34,953 33,047 3,829 29,219 971 64 908 919 15 (③自己資本費用+(⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率))×利益対応税率

⑤合計 1,160,782 1,096,380 90,476 1,005,906 24,593 1,622 22,973 36,935 2,871 ①+②+③+④

⑥正味固定資産 2,780,997 2,628,496 309,762 2,318,733 77,966 5,142 72,824 73,645 888 （別紙２）光信号端末回線伝送機能の固定資産明細表より　　【全体は（参考２・４より）】

⑦投資等 9,733 9,200 1,084 8,116 273 18 255 258 3 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 7,231 6,834 805 6,029 203 13 189 191 2 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 79,807 76,385 3,565 72,820 1,488 57 1,430 1,597 338 (①設備管理運営費-(⑫租税公課+⑬減価償却費+⑭固定資産除却損))×45.625日÷365日

⑩レートベース 2,877,768 2,720,915 315,216 2,405,698 79,930 5,230 74,698 75,691 1,231 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 596,167 563,673 65,301 498,372 16,559 1,083 15,475 15,680 255 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

⑫租税公課 66,019 64,089 8,328 55,761 1,202 79 1,123 710 17

⑬減価償却費 316,069 288,770 39,383 249,387 7,777 839 6,938 19,438 82 （別紙１）光信号端末回線伝送機能の費用明細表より　　【全体は（参考１・３より）】

⑭固定資産除却損 25,761 24,208 1,709 22,499 534 36 497 997 20

イ．施設設置負担金の適用のないサービスにおける加算料相当コストの算定

区分

192kb/s以上

ｻｰﾋﾞｽ 備　考

①施設設置負担金の額（円/回線） 102,000

②平均償却年数（年） 11 圧縮記帳対象設備の平均償却期間 (平成11年度実績）　

③年間減価償却費（円） 9,273 ①÷②

④他人資本費用（円） 766 ⑫ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

⑤自己資本費用（円） 644 ⑫ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

⑥利益対応税（円） 620 (⑤自己資本費用＋(⑬有利子負債以外の負債の額×利子相当率））×利益対応税率

⑦加算料（円/回線・年） 11,303 ③＋④＋⑤＋⑥

⑧加算料（円/回線・月） 942 ⑦÷12ｹ月

⑨加算料（円/芯・月） 471 ⑧÷2

⑩施設設置負担金の適用のないｻｰﾋﾞｽの芯線数 14,842 Ⅸ．料金設定に使用した回線数（施設設置負担金の適用のないサービスの回線数（192kb/s以上サービス））より

⑪加算料相当コスト（百万円） 84 ⑨×⑩×12ｹ月

⑫レートベース（円/回線） 51,000 ①×0.5（ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ残高率）

⑬有利子負債以外の負債の額（円） 10,565 ⑫ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

ウ．基本料／加算料コストの算定

①基本料

・加入者回線

区　分 ｺｽﾄ等 備　　考

a.原価（百万円） アの⑤加入者回線・光より　／　平成13～19年（７年）は（別添３）より

ｂ.加算料相当コスト（百万円） イの⑪加算料相当コスト／平成13～19年（７年）は（別添３）より

ｃ.芯線数（千芯） Ⅸ．料金設定に使用した回線数より　／　平成13～19年（７年）は（別添３）より

d.1芯あたりｺｽﾄ（円/芯・月） （ａ－ｂ）÷ｃ÷12ｹ月

・主配線盤

区　分 ｺｽﾄ等 備　考

a.原価（百万円） アの⑤主配線盤・光より　／　平成13～19年（７年）は（別添２）より

b.芯線数（千芯） Ⅸ．料金設定に使用した回線数より　／　　平成13～19年（７年）は（別添２）より

c.1芯あたりｺｽﾄ（円/芯・月） ａ÷ｂ÷12ｹ月

②加算料

区　分 ｺｽﾄ等 備　考

a.加算料（円/芯・月） 471 イの⑨加算料（円/芯・月）より

b.光信号端末回線ｺｽﾄに占める局舎～引込分岐点間ｺｽﾄの割合 0.8880 ①の(d.局舎～引込分岐点間1芯あたりｺｽﾄ）÷①の(d.光信号端末回線（加入者回線）平成13～19年（７年）1芯あたりｺｽﾄ）

c.光信号端末回線ｺｽﾄに占める引込分岐点～端末間ｺｽﾄの割合 0.1120 ①の(d.引込分岐点～端末間1芯あたりｺｽﾄ）÷①の(d.光信号端末回線（加入者回線）平成13～19年（７年）1芯あたりｺｽﾄ）

d.加算料（局舎～引込分岐点間）　（円/芯・月） 418 ａ×b

e.加算料（引込分岐点～端末間）　（円/芯・月） 53 ａ×c

局舎～引込分岐点間 引込分岐点～端末間

4,020

119,080

11,232

17,739

507

平成13～19年（７年）

920,908

65,126

17,739

30,170

1,039,986

76,358

17,739

4,527

平成11年実績

90,476

84

249.67

平成11年実績 平成13～19年（７年）

1,622

249.67

541

16,278

17,739
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